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ようになってきた。平成 24 年度電子商取引に関する市場調査により、日本国内の B	 to	 













































一方、被験者は「ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が 10:0 の時の場合」
と「ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が 8:2 の時の場合」に関して、差異を
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済産業省の平成 23 年度電子商取引に関する市場調査によると、日本国内の B	 to	 C の
EC 市場規模は 2007 年から継続的に上昇している。平成 24 年度電子商取引に関する
市場調査により、日本国内の EC 市場規模が増大する傾向、EC 化率（全ての商取引額
に対する電子商取引市場希望の割合）が上昇する傾向にあることが分かりました。具
体的に、B	 to	 B の EC 市場規模は 262 兆円(前年比 101.7%)になり、B	 to	 C の EC 市場
規模は 9.5 兆円(前年比 112.5%)まで拡大していることが分かった。経済産業省の平
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ンライン販売者が適当な制度や施策を提供することが重要である。この施策に、詳細
な商品情報を提供することや返品、交換などの保証制度などが考えられる。	 
図表 1-1 日本の B to C- EC 市場規模の推移 
	 
	 











ミもできる。口コミサイトだけでなく、E コマースサイトからブログや SNS まで、様々
なオンライン環境から口コミを手に入れることができるようになった。このように、
伝統的な対面口コミの代わり、E 口コミ（E-WOM）が消費者の主要な情報源になった






図表 1-2 消費者の情報源ランキング 
	 
	 	 	 	 	 出所：Nielsen	 Online	 Global	 Consumer	 Study	 2007 により筆者作成	 
	 
	 Biswas（1992）によれば、オンラインショッピングにおいて、不確実性がブランド






ても研究されてきた（East,	 Hammond,	 and	 Lomax,	 2008；Lee,	 Park,	 and	 Han,	 2008
など）。	 
	 ポジティブとネガティブな E 口コミがオンライン消費者の購買行動に与えるについ
ての既存研究は、ポジティブかネガティブな E 口コミの一方を対象にしたものが多い
のが現状である。しかし、実世界では、オンラインユーザーがポジティブとネガティ
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第二章 	   先行研究	  
	 



















	 Chan と Cheung	 (2003)は、オンラインショッピングにおける消費者購買行動の研究
分野では、重要にされている３つのコンセプトである「意欲」、「採用」、「継続」をリ
ンクし、オンライン消費者の購買行動モデルの構築を試みた。彼らは、このモデルを	 









図表２−１	 MICA モデル	 
出所：Chan	 and	 Cheung	 (2003)により筆者作成	 
	 






























































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 出所：野島（2003）により筆者作成	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文化の影響(Doney	 et	 al.,1998)。	 
 





躊躇する、または避ける重要な原因である（Gefen,	 2000）。Jones と Leonard(2008)
は、不信はオンラインファームがオンライン消費者と良い関係を構築できていないこ




図表２−５	 インターネットバンクに対する E 信頼の形成 
	 
出所：Matthew	 and	 Efraim（2001）により筆者作成	 






図表２−６	 E 信頼、熟知度と信頼容易性が購買意欲に与える影響 
	 
	 	 	 	 	 	 	 出所：David	 (1999)により筆者作成	 












	 	 Kim	 and	 Prabhakar(2000)は、インターネットバンクを対象に、E コマースに関す
る信頼感、オンライン消費者の知覚リスクとオンライン購買行動の関係について調査
を行った。彼達は E コマース業者に対する信頼性を高める要素を明らかにし、E コマ
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ース業者に対する信頼感がオンライン購買行動に与える影響に着目した。消費者の個
人属性である信頼感が形成される容易性、インターネットバンクの制度の安全性、口 
図表２−７	 E 信頼の構成 
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(3)	 信頼に関する研究の３つの潮流(2000 年以前) 
	 
方法	 記述	 研究変数	 
経済ベース	 個人が理性的にコストとベネ
フィットによって信頼を選択





















	 TRA モデル（Theory	 of	 Reasoned	 Action）とは、あるオブジェクトに対する態度
はこのオブジェクトに関する知覚有用性（perceived	 usefulness	 ）と知覚イースオ
ブユース（perceived	 ease	 of	 use）に決められる。この態度はオブジェクトに対す
る行動意思（behavioral	 intention	 ）に直接的な影響を有する(Davis,	 1989)。	 
	 E コマースにおいて、オンラインショッピングプラットフォームに対する知覚有用
性と知覚イースオブユースは購買意思決定に影響を与える（L.R.	 Vijayasarathy,	 
2004、C.	 Yoon,	 2009）	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図表２−８	 TAM によるオンライン購買行動モデル 
	 
出所：David	 and	 Elena（2003）により筆者作成	 
	 
3 オンラインショッピングと E 口コミの関係に関する既存研究	 
 （1）口コミと E 口コミ効果 
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 本研究は、口コミは消費者の購買意欲に与える影響に着目する。	 
口コミ効果を決定する要素についての研究が多数存在する。口コミのソース、たと
えば、消費者と口コミ発信者の関係の緊密さは口コミの効果に影響を与える（Brown
と Reingen,	 1987）。E 口コミにおいて、通常口コミ発信者は見知らぬ人だから、発信
者と受信者の消費者の関係は弱いであろう。	 
	 










































































	 	 East、Hammond	 and	 Lomax	 (2008)は、ポジティブな口コミとネガティブな口コミが
ブランド購買意欲に及ぼす影響についてイギリスとフランスにサーベイ調査を行っ
た。この研究から、主にファンディングが４つあった。一つ目として、データーを分



































































高かった。ポジティブな口コミの割合が 9:1 から 6:4 にと減少するにつれて、口コミ
の効果が低くなっていく傾向にあった。また、口コミの効果を測定する変数の一つで
ある、プロダクトに対する態度において、ポジティブとネガティブな口コミの比率が
















普及してきた。Park(2013)は、SNS の特性がオンライン消費者の E 信頼の構成に与え
る影響について、研究を行った。彼は、SNS の特性に着目し、サイトの名声、規模、
インフォメーションの質、取引の安全性、販売者とのコミュニケーション、取引の容










図表２−９	 E 口コミの比率による E 口コミ効果 
	 







	 Bansal	 and	 Voyer(2000)は、	 E 口コミ発信者の専門性、受け手の感知リスク、受
け手の専門性、送り手と受け手の関係性、受け手の情報収集の意欲という５つの要因
がオンライン購買意思決定に影響するモデルを構築した（図２−１０）。	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 Chevalier	 and	 Mayzlin（2006）は、ポジティブとネガティブなカスタマーレビュ
ーの効果がオンラインショッピングの売上の間の関係について分析を行った（図２−






































出所：Chevalier	 and	 Mayzlin（2006）により筆者作成	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 E 口コミがオンライン販売者に対する信頼に影響を与える。消費者が受信したポジ
ティブな口コミが多ければ多いほど、オンライン販売者に対する信頼性が高まる	 
(Kim	 and	 Prabhakar,	 2000)。	 
オンラインショッピングサイトに関するE口コミとオンライン販売者に関するE口
コミは消費者がオンラインショッピングに関する信頼感の形成にポジティブな影響










のクチコミの正の影響に比して大きい（East,	 Hammond,	 and	 Lomax,	 2008）。経験財
についての正負のクチコミ効果の差異の方が、探索財についての正負のクチコミ効果
の差異に比して大きい（Lee,	 Park,	 and	 Han,	 2008）。SNS 上の口コミがオフライン
環境の口コミより、オンラインショッピングに対する信頼に大きな影響を及ぼす
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第三章  仮説と調査方法の設計 
	 





































RQ1:	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが混在している場合、ポ
ジティブとネガティブな E 口コミの比率はオンライン販売者に対する信頼性
にどう影響を与えるのか？	 
RQ2:	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが混在している場合、ポ
ジティブとネガティブな E 口コミの比率は口コミ対象商品に対する態度にど
う影響を与えるのか？	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RQ3:	 ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが混在している場合、ポ
ジティブとネガティブな E 口コミの比率はオンライン消費者のオンライン購
買意欲にどう影響を与えるのか？	 
RQ4:	 ポジティブとネガティブな E 口コミの比率が同じな時に、返品保証制度
の有無は、オンライン販売者に対する信頼性にどう影響を与えるのか？	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ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが一つの画面に掲載される場合も、ポ


























	 Lee、Park	 and	 Han	 (2008)は、ネガティブな E 口コミがオンライン消費者の商品に
関する態度について研究した。彼らは、情報処理プロセスの角度から分析を行った。
また、彼は消費者の商品関与を変数にし、ネガティブなカスタマーレビューの効果の













従って、ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミが一つの画面に掲載される














	 Melnik	 and	 Alm（2002）は、EC ウエブサイトの知名度と信用度に関する E 口コミ
がオンライン消費者の購買意思決定に重要だと主張した。	 East、Hammond	 and	 Lomax	 
(2008)は、ポジティブな口コミとネガティブな口コミがブランド購買意欲に及ぼす影



















H3a:	 オンラインショッピングサイトに、多数のポジティブな E 口コミに少数の








	 	 既存研究から、SNS の特性がオンライン消費者のオンライン販売者に対する信頼に
影響を及ぼすことが伺える(Park	 et	 al,	 2013)。青木（2005）によれば,	 オンライン









































































本研究のモデルは図 3-2 が示したようになっている。	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統計した結果、有効回答数は 348 人であった。また、6 種類の仮想オンラインショ
ッピングサイトのそれぞれが収集できた有効回答数は、返品不可・比率 10:0=	 62、返
品不可・比率 8:2=	 61、返品不可・比率 6:4=	 63、返品可・比率 10:0=	 40、返品可・
比率 8:2=	 60、返品可・比率 6:4=	 62 であった（図５−１および図５−２）。	 
	 
図表 5-1 記述統計 
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しかないため、分析は行わなかった。なお、分析した際に、IBM	 SPSS	 Statistics を
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使用した。	 




Cronbach のアルファ係数の値は 0.784 であった。「オンライン販売者に関する信頼」
を測定する 4 つの尺度の Cronbach のアルファ係数の値は 0.898 であった。「商品に対
する態度」を測定する 3 つの尺度の Cronbach のアルファ係数の値は 0.900 であった。
それぞれは 0.70 以上という基準を上回ったため、これらの測定尺度の信頼性は認めら
れたと言えるであろう。	 
図表 5-4  信頼性分析・ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率 
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図表 5-5 信頼性分析・オンライン販売者に関する信頼 
	 
	 
図表 5-6 信頼性分析・商品に対する態度 
 




























は 10:0 と 8:2 の間で、平均差が-0.215 となり、10:0 と 6:4 の間で、有意確率が 1.156
となり、6:4 と 8:2 の間で、有意確率が 1.371 であった。カスタマーレビューの比率
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が 10:0 の場合と 6:4 の場合の間、6:4 の場合と 8:2 の場合の間に、5%水準で有意義
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図表 5-8 その後の検定・異なる口コミ比率に関する知覚量の比較 
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（４）仮説の検証 
 
① 仮説 H1a と仮説 H1B の検証 
	 









等分散性検定を行った後に、一元配置分散分析で仮説 H1a と仮説 H1B を検証した。
分散分析の結果、F 値は 2.301 となり、有意確率は 0.102 となった。すなわち、5%水
準で有意義な差はなく、「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」によって、「オンライン販売者に関する信頼」の平均値に統計的
に差がないことになる。仮説 H1a と仮説 H1B は支持されなかった。	 
	 
図表 5-9 一元配置分散分析・仮説 H1a と仮説 H1B の検証 
	 
	 
























②  仮説 H2a と仮説 H2b の検証	 
	 
仮説 H2a と仮説 H2b は「ポジティブなカスタマーレビューとネガティブなカスタマ
ーレビューの比率」が「口コミ対象商品に対する態度」に与える影響についての仮説



















その後、Turkey の HSD 法を用い、多重比較分析を行った。ポジティブとネガティ
ブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合と 8:2 の時の場合の間に、平均差
は-0.14 である。ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時
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の場合と 6:4 の時の場合の間に、平均差は 0.76 である。ポジティブとネガティブな
カスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合と 6:4 の時の場合の間に、平均差は 0.90
である。ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 8:2 の
時の間に 5%水準で有意な差は認められなかった。	 





ネガティブな E 口コミが掲載される場合のほうは、必ずしも E 口コミがすべてポジテ
ィブなものの場合より、口コミ対象商品に対する態度が高いとは言えないことになる。
仮説 H2a は支持されなかった。	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一方、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 6:4 の
時の間、8:2 の時と 6:4 の時の間に 5%水準で有意な差は認められた。	 
すなわち、ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミの両方が一つのオンライ
ンショッピングサイトに掲載され（少なくともネガティブな E 口コミが１件存在す
る）、ポジティブな E 口コミの比率は高いほど、口コミ対象商品に対する態度が高い
ことがいえるであろう。仮説 H2b は支持された。	 
	 
図表 5-11 Turkey HSD 法によるその後の検定 
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③ 仮説 H3a と仮説 H3b の検証 
	 




















	 Turkey の HSD 法を用い、グループ間の差異を確認するため、多重比較分析を行っ
た。結果、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合
と 8:2 の時の場合の間に、平均差は-0.34 である。ポジティブとネガティブなカスタ
マーレビューの比率は 10:0 の時の場合と 6:4 の時の場合の間に、平均差は 0.61 であ
る。ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合と 6:4 の
時の場合の間に、平均差は 0.96 である。ポジティブとネガティブなカスタマーレビ
ューの比率は 10:0 の時と 8:2 の時の間に 5%水準で有意な差は認められなかった。	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は言えないことになる。仮説 H3a は支持されなかった。	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一方、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 6:4 の
時の間、8:2 の時と 6:4 の時の間に 5%水準で有意な差は認められた。	 
すなわち、ポジティブな E 口コミとネガティブな E 口コミの両方が一つのオンライ
ンショッピングサイトに掲載され（少なくともネガティブな E 口コミが１件存在す
る）、ポジティブな E 口コミの比率は高いほど、オンライン消費者の購買意欲が高い
ことがいえるであろう。仮説 H3b は支持された。	 
	 
④  仮説 H4a と仮説 H4b の検証 
	 

















に対する信頼感の平均値は 3.94 であった。	 
被験者間効果の検定の結果、F 値は 2.746 となり、有意確率は 0.066 となった。す
なわち、10％水準で有意義な差は認められた。「返金保証制度の有無」（有・無）と「ポ
ジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」によって、「オンライン販売者に
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対する信頼感」の平均値に統計的に差がある。仮説 H4a は支持された。	 
	 










図表 5-15	 二元配置分散分析・仮説 H4a と仮説 H4b の検証 
	 




⑤ 仮説 H5a と仮説 H5b の検証 
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比率は 10:0 の時の場合、E 口コミ対象商品に対する態度の平均値は 3.94 であった。
返品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は
8:2 の時の場合、E 口コミ対象商品に対する態度の平均値は 4.21 であった。返品保証
制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時の
場合、E口コミ対象商品に対する態度の平均値は3.54であった。返品保証制度があり、
かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 10:0 の時の場合、E 口コ
ミ対象商品に対する態度の平均値は 4.29 であった。返品保証制度があり、かつポジテ
ィブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時の場合、E 口コミ対象商品
に対する態度の平均値は 4.38 であった。返品保証制度があり、かつポジティブとネガ
ティブなカスタマーレビューの比率は 6:4 の時の場合、E 口コミ対象商品に対する態
度の平均値は 3.25 であった。	 
	 
図表 5-16 	 E 口コミ対象商品に対する態度の平均値 
	 
	 
被験者間効果の検定の結果、F 値は 2.106 となり、有意確率は 0.123 となった。す
なわち、10％水準で有意義な差は認められなかった。「返金保証制度の有無」（有・無）
と「ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」によって、「E 口コミ対象
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⑥ 仮説 H6a と仮説 H6b の検証 
	 







比率は 10:0 の時の場合、消費者のオンライン購買意欲の平均値は 3.33 であった。返
品保証制度がなく、かつポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2
の時の場合、消費者のオンライン購買意欲の平均値は 3.58 であった。返品保証制度








平均値は 2.67 であった。	 
	 
図表 5-18 オンライン購買意欲の平均値 
	 
	 
被験者間効果の検定の結果、F 値は 3.271 となり、有意確率は 0.039 となった。す
なわち、5％水準で有意義な差は認められた。「返金保証制度の有無」（有・無）と「ポ
ジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率」によって、消費者の「オンライ
ン購買意欲」の平均値に統計的に差がある。仮説 H6a は支持された。	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する知覚量ついて、比率は 10:0 の時の場合と比率は 6:4 の時の場合の間に、比率は
8:2 の時の場合と比率は 6:4 の時の場合の間に、被験者は差異を知覚した。しかし、
比率は 10:0 の時の場合と比率は 8:2 の時の場合、被験者が差異を知覚しなかった結果
（有意な差は認められなかった）となった。先行研究によると、ネガティブな口コミ
の効果のほうは、ポジティブな口コミの効果より大きい。本調査の結果をみれば、多
数のポジティブな E 口コミの中で少数のネガティブな E 口コミがあっても、消費者は
知覚しないことが分かった。E コマース企業がカスタマーレビューをコントロールし、
すべてをポジティブな内容にすることは必ずしも必要とは言えないであろう。	 











比率は 6:4 の時の場合に最も低くなった。仮説 H1a の通りであった。	 






















ーの比率は 10:0 の時と 6:4 の時の間に、ポジティブとネガティブなカスタマーレビュ





E 口コミ対象商品に対する態度が高いと言えるであろう。仮説 H2B は支持された。	 
仮説 H3a と仮説 H3b の検証では、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの
比率は消費者のオンライン購買意欲に与える影響を確認している。仮説 H3a は、仮説








10:0 の時の場合と 8:2 の時の場合の間に 5%水準で有意な差は認められなかったため、
仮説 H3a は支持されなかった。すなわち、オンラインショッピングサイトに掲載され





ブなカスタマーレビューの比率が 10:0 の時の場合と 8:2 の時の場合の間に、有意義な
差が認められなかった結果の影響もあるであろう。一方、ポジティブとネガティブな
カスタマーレビューの比率は 10:0 の時と 6:4 の時の間に、ポジティブとネガティブな




















ば、ポジティブとネガティブなカスタマーレビューの比率は 8:2 の時と 6:4 の時に、
オンラインショップが返金保証制度を提供する場合は返金保証制度がない場合より
オンライン販売者に対する高い信頼感が示された。しかし、ポジティブとネガティブ
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